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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
業績概要

1

親会社株主に帰属する四半期純利益の増減要因 (単体+連単差）

 資⾦利益が前年同期⽐+56億円と好調であった一方で、外債の
ポートフォリオ入替等により債券関係損益が同△168億円と大
きく減少したことから、業務粗利益は同△67億円と減益

 コア業務純益は同+124億円と、2008年度以来14年ぶりに第
3四半期決算として過去最⾼を更新しており、本業は好調を維持

 与信関係費用は同△61億円と大きく減少
 四半期純利益は第3四半期決算として、単体･連結ともに過去最

⾼を更新しており、通期計画に対する進捗は単体84.3％、連結
80.8%と順調に推移

(億円） 前年同期⽐

業務粗利益 1,248 1,180 △ 67
資⾦利益 1,019 1,075 56
役務取引等利益 195 208 13
特定取引利益 8 10 1
その他業務利益 24 △ 114 △ 138

うち債券関係損益 8 △ 160 △ 168
経費（△） 637 613 △ 23
実質業務純益 611 566 △ 44

コア業務純益 602 726 124
除く投資信託解約損益 570 669 98

一般貸倒引当⾦純繰入額（△） 3 - △ 3
業務純益 607 566 △ 40
臨時損益 13 101 88

うち不良債権処理額（△） 23 △ 33 △ 57
うち貸倒引当⾦戻入益 - 20 20

うち株式等関係損益 24 62 38
経常利益 620 668 48
特別損益 △ 0 △ 1 △ 0
四半期純利益 448 480 32

与信関係費用（△） 27 △ 33 △ 61

(億円） 前年同期⽐

連結経常利益 650 698 48
親会社株主に帰属する四半期純利益 453 485 31

2022/3
1-3Q

2022/3
1-3Q

2023/3
1-3Q

2023/3
1-3Q

連結

単体

453 

485 

資⾦利益
+56 

役務利益
+13 

経費
+23 

与信費用
+61 

その他
+15 

特定･
その他業務

△137 

連単差
△0 

2022/3
1-3Q

2023/3
1-3Q

(億円)

⃝ 篠崎でございます。早速ですが、資料に基づき説明いたしますので１ページをご

覧ください。最初に業績の概要です。

⃝ 資金利益が前年同期比５６億円増加、役務取引等利益も好調に推移した一方で、

有価証券のポートフォリオ入れ替えによる売却損を計上した結果、業務粗利益

は６７億円減少しました。

⃝ コア業務純益は、経費減少も寄与したことで１２４億円増加と、第３四半期とし

て過去最高を更新しており、本業収益は好調を維持しています。

⃝ 与信関係費用は６１億円減少して３３億円の戻入となりました。

⃝ これらの結果、四半期純利益は単体・連結ともに過去最高を更新しており、通期

計画に対する進捗率は単体８４.３％、連結８０.８％と順調に推移しています。

⃝ ２頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
業績概要（連結）

2

(億円） 前年同期⽐

連結粗利益 1,320 1,236 △ 84
資⾦利益 982 1,037 55
役務取引等利益 279 297 18
特定取引利益 35 16 △ 19
その他業務利益 23 △ 114 △ 138

営業経費（△） 685 660 △ 24
与信関係費用（△） 33 △ 39 △ 72

一般貸倒引当⾦純繰入額（△） 4 - △ 4
不良債権処理額（△） 28 △ 39 △ 67

株式等関係損益 23 66 42
持分法投資損益 0 0 △ 0
その他 23 17 △ 6
経常利益 650 698 48
特別損益 △ 1 △ 1 △ 0
税⾦等調整前四半期純利益 649 697 48
法人税等合計（△） 195 212 16
四半期純利益 453 485 31
⾮⽀配株主に帰属する四半期純利益 - - -
親会社株主に帰属する四半期純利益 453 485 31

(参考）
連結業務純益 675 624 △ 50

2022/3
1-3Q

2023/3
1-3Q

連結

【連結子会社】 （億円）
出資割合 利益項⽬

(間接含む) (子会社間配当控除後) 前年同期⽐

経常利益 12 0 △ 11
四半期純利益 8 0 △ 8
経常利益 6 8 1
四半期純利益 4 5 0
経常利益 39 49 10
四半期純利益 25 32 6
経常利益 7 8 0
四半期純利益 5 5 0
経常利益 5 5 0
四半期純利益 3 3 0
経常利益 72 73 1
四半期純利益 47 48 0

【持分法子会社】
持分法に応じた
四半期純利益

0 0 △ 0

親会社への配当(△) 42 44 1

連単差 ※ 5 4 △ 0

※未実現利益等の調整後

ちばぎん
ジェーシービーカード

100%

6社 合計

その他5社 合計 100%

合計

ちばぎんリース 100%

ちばぎん保証 100%

2022/3
1-3Q

2023/3
1-3Q

会社名

ちばぎん証券 100%

子会社の状況
※連結決算用に組替後のPL表示

⃝ 左が連結決算の概要、右が子会社決算の状況です。

⃝ ちばぎん証券は仕組債販売とりやめの影響が続いており、減益となりました。

⃝ 一方でちばぎん保証は与信費用の減少から増益となっており、子会社合計・連単

差は横ばいで着地しています。

⃝ ３頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
資⾦利益

3

国内貸出⾦利息の増減要因（前年同期⽐）

959 957 971 985
740 749

196 219 215 251

214 253

70 60 58
81

64 72

1,226 1,236 1,245
1,318

1,019
1,075

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2022/3 2023/3

(億円)

国内 預貸⾦
+1.3%

国際
+12.3％

国内 有価証券
・その他
+17.9％

資⾦利益

【前年同期⽐】
〔合計〕+5.5％

合計
△2

ボリューム要因
△2

利回要因
+0

【前年同期⽐】

(億円） 前年同期⽐
資⾦利益 1,019 1,075 56

国内資⾦利益 954 1,003 48
預貸⾦利息 740 749 9

貸出⾦ 744 752 7
預⾦+NCD        (△) 4 2 △ 1

有価証券利息配当⾦ 195 231 36
債券 19 30 11
株式配当⾦ 94 109 15
投資事業組合 5 6 0
投信 75 84 9

うち解約益 27 40 12
その他（市場運用調達等） 19 22 2

国際資⾦利益 64 72 7
貸出⾦ 30 85 54
外国証券 95 142 46

外国証券 63 102 39
外貨ファンド 25 20 △ 5
投信 6 19 12

うち解約益 5 17 12
その他（調達、市場運用等） △ 61 △ 154 △ 93

資⾦利益（除く投信解約益） 987 1,018 30
投信解約益 32 57 25

2023/3
1-3Q

2022/3
1-3Q

△57 △58
△38 △30 △23 △23

44 
55 51

42 33 31 

△13
△2

+13 +12 +10 +7

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2022/3 2023/3

(億円)

1-3Q 1-3Q

1-3Q 1-3Q

⃝ 国内部門の資金利益は、利回り低下要因をボリューム要因で打ち返す傾向が続い

ており、貸出金利息が７億円増加したほか、株式配当金も１５億円増加し、全体

では４８億円増加しました。

⃝ 国際部門の資金利益も７億円増加した結果、全体では５６億円増加と、トップラ

インの伸びを牽引しています。

⃝ ４頁をとばして、５頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

4,929 4,782
4,181 4,062 3,947 4,145

2.87% 2.73%

1.32% 1.06%
1.03%

2.73%

0.98% 1.06% 1.00% 0.97% 0.96% 1.05%

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2022/3 2023/3

(億円)
95,037

100,493
105,845

110,482 110,062
114,650

1.01%
0.95% 0.92% 0.89% 0.89% 0.87%

1.01%
0.95% 0.92% 0.89% 0.89% 0.87%

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2022/3 2023/3

(億円)

利回り・貸出⾦利息

4

貸出⾦平残･利回り、預貸⾦利差

貸出⾦利回り
△0.02%

預貸⾦利差※

△0.02%

貸出⾦平残
+4.1％

貸出⾦利回り
＋1.69%

預貸⾦利差※

+0.09%

貸出⾦平残
+5.0％

【前年同期⽐】

【前年同期⽐】
※①貸出⾦利回り･②預⾦利回り(NCD含む)ともに小数点第2位未満切捨て､

預貸⾦利差は①②ともに小数点第2位未満切捨後の数値を差引し算出

国内業務部門

483 480 486 上期 493

245 246

483 484 491 下期 497

248 251

250 254

967 964 978 990

744 752

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2022/3 2023/3

(億円)

貸出⾦利息

貸出⾦平残･利回り、預貸⾦利差

国際業務部門

貸出⾦利息

68 70

32 上期 20 10 17

72 60

22
下期 22

10

3010

36

141
130

55
43

30

85

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2022/3 2023/3

(億円)

【前年同期⽐】
〔合計〕＋1.0％ 【前年同期⽐】

〔合計〕+176.0％

1-3Q 1-3Q 1-3Q 1-3Q

1-3Q 1-3Q 1-3Q 1-3Q

2Ｑ

1Ｑ
2Ｑ

1Ｑ

3Ｑ

3Ｑ
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

69,630 71,721 74,650 76,507 75,928 78,291

14,828 16,156
17,860 19,571 19,161 20,099

14,581
15,884

17,115
18,180 17,902

19,079
2,329

2,403
2,437

2,654 2,523
2,938

101,368
106,165

112,064
116,913 115,515

120,409

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2021/12 2022/12

(億円)

貸出⾦・預⾦

5

※東京営業部･
新宿⽀店･
大阪⽀店

大企業･
中堅企業向け

△1.7％

中小企業向け
+6.8％

住宅ローン
+2.1％

その他消費者
ローン
+4.0％

公共向け
+5.0％

千葉県内店
+3.1％

千葉県外店
(特別店※)
+4.8％

千葉県外店
(リテール店舗)

+6.5％

貸出⾦末残

13,850 13,163 14,531 15,042 15,477 15,203

45,860 48,390
51,793 54,263 53,323 56,966

35,486
36,323

37,361
38,343 38,115

38,936
1,676 1,786

1,842
1,899 1,888

1,965

2,165
4,098

4,097
4,709 4,187

4,398

2,329
2,403

2,437
2,654 2,523

2,938

101,368
106,165

112,064
116,913 115,515

120,409

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2021/12 2022/12

(億円)

海外店
+16.4％

【2021/12末⽐】
〔合計〕+4.2％

貸出⾦末残（エリア別）

海外店
+16.4％

【2021/12末⽐】
〔合計〕+4.2％

個人
+4.0％

公⾦
+19.9％

海外店･特別
国際⾦融勘定

+36.5％

預⾦末残

89,148 93,052 100,437 105,353 105,509 109,769

23,152
24,103

28,223
30,037 29,127

29,196
7,326

7,838

9,563
9,820 7,025

8,426

3,705
2,893

2,820
2,665 2,700

3,687

123,334
127,889

141,045
147,876 144,364

151,078

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2021/12 2022/12

(億円)
【2021/12末⽐】
〔合計〕+4.6％

法人
+0.2％

⃝ 貸出金は、中小企業向けや住宅ローンを中心に増加しており、全体で前年同期

比４.２％増加した結果、残高は初めて１２兆円を上回りました。

⃝ 預金も４.６％増加と順調に推移しています。

⃝ ６頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

1,299 
918 

1,441 1,444 1,405 1,443 

83

26

円債 1

△ 83

円債8

△ 370

17

52

79

△ 145

26

△ 394

89

△ 72

300
264 433

△ 92

1,489 

924 

1,822 1,481 
1,874 

584 

△1,000

△500

0

500

1,000

1,500

2,000

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2021/12 2022/12

(億円)

↑評価益

↓評価損 円債

株式

その他

外債

1,443 

△ 208
△ 171
△ 92

970

4,476 5,189 5,316 5,754 5,613 6,361

1,141
1,113 1,105 1,050 1,057

1,0343,357
3,990

4,986 5,401 5,173
5,331

4,300
4,615

4,972
5,619 5,526

5,6013,455

3,510

3,734
3,667 3,856 3,147

2,606
1,694

1,868
1,658 1,393

3,485

19,337
20,112

21,984
23,151 22,623

24,960

3.5年
4.2年

5.1年 5.2年 5.3年

4.3年

1.4年 1.7年
2.3年

2.7年 2.5年 2.2年

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2021/12 2022/12

(億円)

有価証券

6

国債
+150.0％

株式
△2.2％

外貨建
有価証券
+13.3%

社債等
+1.3％

※1 末残は評価損益を除くベース

投信等
+3.0％

【2021/12末⽐】

※海外ＣＤを含むベース

有価証券末残※1・平均残存期間※2

地方債
△18.4％

※2 平均残存期間はアセットスワップ考慮後のベース

円債
平均残存期間

△0.9年

外債
平均残存期間

△0.2年

〔合計〕+10.3％

その他有価証券評価損益

(億円） 前年同期⽐

有価証券利息 290 373 82
債券 82 132 50

国内業務部門 19 30 11
国際業務部門 63 102 39

株式 94 109 15
投信等 113 130 16

うち投信解約損益 32 57 25

国債等債券損益 8 △ 160 △ 168
うち売却益 15 22 7

株式等関係損益 24 62 38
うち売却益 50 63 13

2022/3
1-3Q

2023/3
1-3Q

有価証券関連損益

繰延ヘッジ
スワップ評価
損益勘案後

⃝ 有価証券は、リスクを抑制しながらポートフォリオの入替を続けており、平均残

存期間は円債、外債いずれも短期化しました。

⃝ その他有価証券の評価損益は、国内金利上昇の影響から円債の評価損が拡大しま

した。

⃝ ただし、金利スワップによるヘッジ効果を勘案すると、全体の評価益は、表面の

数値よりも３８５億円改善し９７０億円となります。

⃝ ７頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
役務取引

7

前年同期⽐

役務取引等利益 195 208 13
役務取引等収益 331 354 23
役務取引等費用（△） 136 146 10

＜主な内訳＞
うち預かり資産関連 56 47 △ 8

うち投信⼿数料 30 20 △ 10
うち年⾦・一時払終⾝保険⼿数料 9 14 5
うち平準払保険⼿数料 10 8 △ 1
うち⾦融商品仲介⼿数料 5 2 △ 2

うち法人ソリューション関連 78 103 24
うち私募債 3 2 △ 0
うちシ・ローン等 60 83 23
うちM&A・アドバイザリー⼿数料 6 7 1
うちビジネスマッチング⼿数料 8 9 0

うち信託・相続関連 10 12 1
うちキャッシュレス関連 9 13 3
うち為替関連 95 94 △ 1
うちローン⽀払保険料・保証料（△） 84 92 7

（億円）
2023/3

1-3Q
2022/3

1-3Q

90 98 116 128
78

103

9 12
13

17

10
12

93 77
81 71

56
47

4 5
6 13

9
13

26 32
44

44

39
31

224 226

261
275

195
208

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2022/3 2023/3

(億円)

キャッシュレス
+3

信託･相続
+1

その他
△8

【前年同期⽐】
〔合計〕+13

預かり資産関連
△8

法人ソリュー
ション関連

+24

6 6 4 4 3 2

70 75
93 99

60
83

2
4

5
11

6 

7 11
11

12
13

8

990
98

116
128

78

103

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2022/3 2023/3

(億円)

シ･ローン等
+23

私募債
△0

M&A・
アドバイザリー

+1

【前年同期⽐】
〔合計〕+24

ビジネス
マッチング

+0

役務取引等利益

法人ソリューション関連収益

※2022/3⽉期通期決算以降法人ソリューション関連収益に
法人ポータルの収益を含めず（過去に遡って変更）

※ 2022/3⽉期通期決算以降、信託･相続には信託報酬を含む（過去に遡って変更）

1-3Q 1-3Q

1-3Q 1-3Q

⃝ 役務取引等利益は、前年同期比１３億円増加と、好調を維持しています。

⃝ 法人ソリューション関連では、シ・ローン等が２３億円の増加と、全体を大きく

牽引しています。

⃝ 一方で、個人のあずかり資産の分野では年金・一時払終身保険は好調であったも

のの、全体では８億円の減少となりました。８頁に預かり資産関連の詳細を記載

していますので、ご参照ください。

⃝ 1頁飛ばして、９頁をご覧ください。

7



マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

1,651 2,015 2,297
4,722 3,749 3,210 4,002 

1,512 1,945 
194 205 233

405
401 

385 
503 

179 125 

1,674
6,019 7,004 6,223 

2,544 

5,543 

1,845 2,220 2,530

6,801

10,169
10,599

10,728

4,235

7,613

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 3Q 3Q
2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2022/32023/3

(件)

預かり資産

8

預かり資産販売額（グループ合計）

預かり資産関連収益

年⾦･
一時払終⾝保険

+5
投資信託

△10

⾦融商品仲介
△2

平準払保険
△1

【前年同期⽐】
〔合計〕△8

預かり資産残高（グループ合計）

2,758 2,335 2,963 3,426 3,338 3,554

9,196 8,753 8,778 8,676 8,634 8,430

1,129 1,064 1,014 974 975 938
841 767 589 1,038 784 797

210 174 244

6,612
6,056

7,629 7,618 7,834 7,220

20,537
18,977

20,974 21,944 21,742 21,184

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2021/12 2022/12

(億円)

外貨預⾦
+1.5％
公共債
△3.7％

グループ会社
△7.8％

【2021/12末⽐】
〔合計〕△2.5％

年⾦保険等
△2.3％
投資信託
+6.4％

30 29 38 37 30 20

20 15
13 11

9 14

35
26 20 14

10
8

6
6 7

6
5

2

93
77 81

71
56

47

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2022/3 2023/3

(億円)

投資信託
△27.0％

【前年同期⽐】
〔合計〕△31.7％

年⾦保険等
+75.7％

ちばぎん証券
△59.4％

761 941 1,240 1,244 972 709

540 372
365 379

272
479

1,223 1,323

1,681
1,163

958
388

220

189

57

2,525 2,637

3,287
3,006

2,393

1,634

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2022/3 2023/3

(億円)

保障性保険 取扱件数

終⾝
△30.1％

医療･ガン他
+28.6％

【前年同期⽐】
〔合計〕
+79.7％

傷害・介護
+117.8％

ファンドラップ
+39.9％

※受付ベースの件数

ファンドラップ
△69.8 ％

1-3Q 1-3Q

1-3Q 1-3Q

8



マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
キャッシュレス

9

キャッシュレス事業収支

(百万円） 前年同期⽐

利益 965 1,346 381
収益 2,436 3,411 974
費用(△) 1,471 2,064 593

利益 439 785 345
収益 850 1,780 930
費用(△) 410 995 584

利益 129 243 114
収益 495 1,127 631
費用(△) 366 883 516

利益 310 542 231
収益 354 653 299
費用(△) 43 111 67

利益 525 560 35
収益 1,586 1,630 44
費用(△) 1,060 1,069 8

利益 875 985 109
収益 3,640 3,921 280
費用(△) 2,764 2,935 170

(参考）
利益 1,841 2,331 490

収益 6,077 7,332 1,255
費用(△) 4,236 5,000 764

2022/3
1-3Q

2023/3
1-3Q

本体事業
合計

グループ
合計

関連会社
ちばぎんJCB
ちばぎんDC

本体
既存カード

事業

本体
新規事業

合計

本体 加盟店

TSUBASA
 Visa

デビット

3 21 27 85 88 113 43 12943
147

273 321

163
220

3 21
70

232

362
435

207

350

下期 上期 下期 上期 下期 上期 3Q 3Q
2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2022/32023/3

(百万円)
TSUBASA

Visa デビット
(2020/10-)

+34.9%

本体 加盟店
(2019/10-)
+195.6％

【前年同期⽐】
〔合計〕+68.9％

本体新規事業 利益 半期推移

本体加盟店事業 加盟店数・取扱高

0.6 2.9 3.1 5.1 5.6 6.4 6.7 7.9 8.0 10.7 11.2 11.9 12.7
0.2 1.5 3.5 6.2 11.9 15.2 17.7 20.1

32.1 34.5 42.4
47.5

78.7

12⽉ 3⽉ 6⽉ 9⽉ 12⽉ 3⽉ ６⽉ 9⽉ 12⽉ 3⽉ ６⽉ 9⽉ 12⽉
2019年 2020年 2021年 2022年

(千店舗)
加盟
店数

取扱高
※

※取扱⾼︓該当⽉における１ヵ⽉間の決済額

TSUBASA Visa デビット 会員数・取扱高

会員数

取扱高 ※

(億円)

50 88 118 146 176 210 240 266 291

2.5 3.9 6.2 7.8
12.2 14.1 16.4 18.0

23.3

12⽉ 3⽉ 6⽉ 9⽉ 12⽉ 3⽉ 6⽉ 9⽉ 12⽉
2020年 2021年 2022年

(億円)

(千先)

※TSUBASA Visa デビットの事業開始前の費用は、事業開始⽉にまとめて計上

※関連会社の費用には、人件費等の営業費用も含めて記載

⃝ キャッシュレス事業は、加盟店数や会員数が着実に増加しており、取扱高も拡大

しています。

⃝ 利益は、本体事業で約3億8,100万円増の13億円4,600万円、グループ合計で約4億

9,000万円増の23億3,100万円と、役務利益の次なる柱の一つとして、順調に成長

しています。

⃝ １０頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
与信関係費⽤・⾦融再⽣法開⽰債権

10

⾦融再⽣法開⽰債権・不良債権⽐率

409 442 422 411 402 434

634 555 569 549 562 559

183 185 162 171 154 165

1,228 1,183 1,153 1,132 1,119 1,159

1.19%
1.10%

1.02% 0.96% 0.96% 0.95%

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2021/12 2022/12

(億円)

破産更⽣債権
+10

危険債権
△2

要管理債権
+31

(億円） 前年同期⽐

与信関係費用（△） 27 △ 33 △ 61
一般貸倒引当⾦純繰入額（△） 3 △ 35 △ 39
不良債権処理額（△） 23 1 △ 22

36 30 △ 6
うち個別貸倒引当⾦純繰入額（△） 9 14 5

32 32 0
8 4 △ 4
4 7 3

償却債権取⽴益 12 28 15

与信費用⽐率（△） 3bp △3bp △6bp

うち既先（△）
うち回収等

貸出⾦償却・個別貸倒引当⾦純繰入額等 (△)

2022/3
1-3Q

2023/3
1-3Q

うち新規発⽣（△）

不良債権⽐率
△0.00%

【2021/12末⽐】

〔合計〕+39

与信関係費⽤

25 12 32 15 3
△35

102
109 83

73

36 30
△14 △26 △12 △17 △12

△28

113 95 104

71

27

△33

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2022/3 2023/3

(億円)
貸出⾦償却･

個別貸倒引当⾦
純繰入額等(△)

△6
一般貸倒引当⾦
純繰入額(△)

△39

【前年同期⽐】
〔合計〕△61

償却債権取⽴益
+15

↑損

↓益

⽐率(△)
△6bp

不良債権 新規発⽣

与信関係費⽤(△) 推移

30
43

28 上期 20 12 18

76
66

58
下期 45

7 612 8

106 109

87

65

32 32

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2022/3 2023/3

(億円)

【前年同期⽐】
+0

11bp 8bp ９bp 6bp

1-3Q 1-3Q

3bp △3bp

1-3Q 1-3Q

2Ｑ

1Ｑ

3Ｑ

※本表では、前年との⽐較上、貸倒引当⾦戻入益を一般貸倒引当⾦純繰入額及び個別貸倒引当⾦純繰入額に分けて表示

⃝ 与信関係費用は、前年同期比６１億円減少し、３３億円の戻入となりました。

⃝ 累積デフォルト率の低下などから、一般貸倒引当金が３５億円の戻入となります

とともに、新規発生は年度計画８０億円に対し、３２億円に止まっています。

⃝ また、不良債権比率も、０.９５％と引き続き地銀トップレベルの健全性を維持

しています。

⃝ １１頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

65,192 66,663 71,420 73,429 72,696 73,618 

10,685 10,391 
9,566 11,129 11,680 14,082 75,877 77,055 80,987 84,559 84,377 87,700 

12.63%
12.12%

12.79%
12.11% 12.42%

11.40%
11.97%

11.51%
12.28%

11.94% 12.23%
11.28%

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2021/12 2022/12

(億円)

経費・OHR

経費・⾃⼰資本⽐率

11

連結 ⾃⼰資本⽐率・リスクアセット額

414 408 407 399

300 296

341 351 375 382

280 269

56 58
77 63

56
47

811 819
860 845

637
613

54.78% 54.61% 55.00%

52.02% 51.34%

46.61%

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2022/3 2023/3

(億円)

人件費
△1.2％

OHR
△4.72%

税⾦
△15.3％

物件費
△3.8％

【前年同期⽐】

※ OHR︓経費÷（業務純益－債券関係損益等＋一般貸倒引当⾦純繰入額＋経費）

〔合計〕△3.6％

株主配当

(⾒込み)

115 120 117 122 133 148
177

203

99 149 139 149 99 49 99

38.8% 
51.2% 47.9% 

54.0% 48.6% 

29.9% 
41.7% 

50.6% 

2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3

(億円)

株主還元率（連結）

配当総額

1-3Q 1-3Q

14 15 15 16 18 20 24 28
+1 +1 +1 +2 +2 +4

1株
当たり
配当⾦

(円)
+4

CET1⽐率
△0.95%

総⾃⼰資本⽐率
△1.02%

【2021/12末⽐】

リスクアセット
合計額 +3.9％

フロア調整

リスクアセット
フロア調整

加算前

※

※うち2円は記念配当
※

⾃⼰株式
買取額

⃝ 経費は、預金保険料の引下げによる物件費の減少等から２３億円減少していま

す。トップラインは順調に拡大しており、結果として、OHRは大きく低下してい

ます。

⃝ 有価証券の含み益減少により、自己資本比率は低下いたしましたが、総自己資本

比率11.4％、CETⅠ比率11.28％と、十分な水準を維持しています。

⃝ なお、この決算発表に合わせて、２円の増配を公表しております。これは、連結

純利益600億円達成への自信を基に、配当性向・配当利回りの向上を図る意志を

示したものです。あわせて、当行が３月に８０周年を迎えることもあり、記念配

として公表しております。

⃝ 本件により、連結の還元性向は５０％を超える水準まで高まる見込みです。今後

も地域への安定的な資金供給に必要な健全性を維持しながら、さらなる成長に向

けた投資とのバランスを勘案した株主還元を行ってまいります。

⃝ ここからは、足元のトピックスについてお話いたします。１３頁をご覧くださ

い。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

円⾦利リスク削減オペレーション明細

円⾦利上昇の影響

評価損益悪化には⾦利リスクを削減して対応、中⻑期的には資⾦利益改善へ

日銀⾦融政策変更の資⾦利益への影響

円債 ⾦利期間別感応度…①

〜1年 1年超〜
3年

3年超〜
5年

5年超〜
7年

7年超〜
10年 10年超 計

2022/9末 ▲0 ▲6 ▲4 ▲6 ▲15 ▲14 ▲47

2022/12末 ▲1 ▲6 ▲4 ▲5 ▲12 ▲13 ▲44

(億円)
※1.それぞれの⾦利期間において10bp上昇した場合の評価損益の変化額
※2.今回より、円債感応度に債券先物の期間別感応度を追加

（2026/3期の資⾦利益への影響額）

投資有価証券
7%

固定(一般)
26%

固定(住宅)
3%

短期プライム等
25%

市場連動
12%

市場性運用他
27%

円建て運用資産

円建投信 ⾦利感応度…②
内訳 増加額

一般貸出 29
住宅ローン 1

債券 10

合計 40

(億円)

以下オペレーションを組み合わせて⾦利リスクを削減

合計 +3億円 (2022/9末時点 +2億円)合計 +3億円 (2022/9末時点 +2億円)

合計 +40億円合計 +40億円

合計 ▲41億円合計 ▲41億円

10BPV合計（①+②）
※債券ベアファンドの保有により、⾦利上昇で評価損益は

改善する。

変
動
金
利

固
定
金
利

13

12月のYCC枠組み変更による
将来的な資⾦利益増加⾒込額

※⾦融政策変更直後のレートを基準に試算

債券現物
売却

債券ベアファンド
購入

債券先物
売り建て

⃝ 金利上昇の影響につきまして、説明いたします。

⃝ まず円貨ですが、昨年１２月の日銀によるＹＣＣ見直しにより、短期的には保有

債券の評価損益悪化、長期的には金利上昇を通じた資金利益の改善を見込んでい

ます。

⃝ 保有債券の評価損益は６頁に記載のとおり、ヘッジ勘案後で２０８億円の評価損

となっています。

⃝ 当行では更なる金利上昇に備え、債券現物の一部売却や、先物の売り立て、債券

ベアファンドの購入などを行いました。この結果、先物を含めた円債の金利感応

度は４４億円、債券ベアファンドも加味すると、円金利の１０BPVは４１億円と

なっています。

⃝ 長期的な影響では、金利上昇をつうじて固定貸出や固定利付債を中心に利鞘の改

善が見込まれます。試算ではありますが、次期中計最終年度における資金利益の

増加額は、ＹＣＣ見直しが無かった場合と比べて４０億円程度増加するとみてい

ます。

⃝ １４頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

固定債 14%
148百万ﾕｰﾛ

変動債 70%

貸出(全て変動)
11%

他 5%

変動 100%

0%

50%

100%

⾦利･運用構成 ⾦利構成

外貨⾦利上昇の影響

ポートフォリオ入替による改善を継続

固定債 17%
1,262百万㌦

変動債 32%

貸出(全て変動)
34%

他 17%

固定 17%

変動 83%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

運用内容 ⾦利構成

米ドル 運⽤･調達構造

調達運⽤
2022/12末残 7,371百万㌦2022/12末残 7,371百万㌦

社債 8%

通貨スワップ
27%

他､⻑期性
1%

外貨預⾦
6%

NCD 14%

レポ 15%

他､短期, 24%

固定 8%

変動 92%

⾦利構成 調達⼿段

ユーロ 運⽤･調達構造

2022/12末残 1,042百万ﾕｰﾛ2022/12末残 1,042百万ﾕｰﾛ

※米ドル･ユーロ以外の
外貨建て運用資産は
227百万米㌦相当

調達運⽤

※期間1年以内の短期調達･短期貸出は
変動⾦利に区分

※期間1年以内の短期調達･短期貸出は
変動⾦利に区分

〔⾦利がパラレルに10bp上昇した場合の影響〕
※米ドル外貨預⾦⾦利は70％程度追随する前提で試算。
※⾦利上昇に伴う信用リスクへの影響は織り込まず。

外貨⾦利上昇の既存貸出･
有価証券への影響 (概算)

(億円) 米ドル ユーロ
資⾦利益 ▲0.7 ▲0.1
評価損益 ▲13.6 ▲2.6

外債 ▲8.2 ▲1.0
株式･投信 ▲5.4 ▲1.6 14
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9⽉末 12⽉末
2%台半ば 3%台前半
※管理計数ベース

米ドル建て固定債平均利回り

⃝ 次に外貨です。左のグラフの通り、米ドルの運用・調達額は全体で約７３億ドル

と、昨年９月末の約７４億ドルから概ね横ばいで推移しております。

⃝ 外債の入替オペレーションを第３四半期も継続して行い、低利回り債を売却し

て４６億円の売却損を計上した一方で、タイミングを見ながら高利回り債を購入

した結果、米ドル建て固定債利回りは２％台半ばから３％台前半まで改善し、外

貨ポートフォリオ全体でもプラス利回りを確保しています。

⃝ 私からの説明は以上です。ご清聴ありがとうございました。

14
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本資料に関するご意⾒、ご感想、お問い合わせは
下記ＩＲ担当までお願いいたします。

株式会社 千葉銀⾏経営企画部（ＩＲ担当）

Tel : 043-301-8459
Fax: 043-242-9121

E-Mail: ir@chibabank.co.jp

本資料は、情報の提供のみを⽬的として作成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘
するものではありません。
本資料に記載された事項の全部⼜は一部は予告なく修正⼜は変更されることがあります。
本資料には、将来の業績にかかる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を
保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境
の変化等により異なる可能性があることにご留意ください。
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